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はじめに

ポスト経済危機下における産業構造の輪郭がよう

やく明らかになってきた｡それは環境･新エネルギー

技術開発を基軸とする ｢要素革命｣に他ならない｡

しかしながら､~18世紀末から19世紀後半にかけて

イギリスを中心にして展開された蒸気機関の発明と

鉄道の発展 (第1次産業革命)､さらに20世紀初頭か

ら今日までのアメリカを主たる舞台とする石油開発と

モータリゼーションの進展 (第2次産業革命)という歴

史の経験が教えるように､｢要素革命｣は常に ｢製品

革命｣を惹起する｡その意味でわれわれはいま､第3

次産業革命の時代に移行しつつあるのかもしれない｡

しかも今回は､これまでの二回と違ってアジアを中心

とする新興市場をも巻き込んだ ｢市場革命｣の様相

を呈している- つまり史上初めてのグローバル革命

としての産業革命である- ということもまた見逃され
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主要著書に､r少子高齢化 ･アジア地域統合時代の経

済政策- r持続可能な成長｣を求めて-A(明石書

店刊､2007年)､r日中韓 ｢自由貿易協定J構想-

北東アジア共生経済圏をめざして-A(明石書店刊､

2004年)､F環日本海経済圏と環境共生』(明石書店､

2000年)などがある｡

てほならないであろう｡そのことが日本の産業･企業

システムを一変させる可能性を秘めているということ

は論をまたない.のみなら釆 それは人々の労働･生

活様式や地域･社会構造さらには日本のグローバル･

ポジションすら大きく変容･転換させる可能性を伏在

させているのである｡

本稿では､とくに新しい産業･企業システムの下での

日本とアジアにおける地域企業連携のあり方を､新潟

県を中心とする日本海地域に焦点を当てて､探ってみ

ることにした｡同県のあり方は､日本海地域における

一地方のそれを超えて､東･北東アジアにおける日本の

地域連携のあり方にも大きく関わっているからだ｡

1.重層的経済圏

東アジアの場合､そこで成立している経済圏は独

自な性格を帯びている｡欧米の場合は､制度的な要

因に拠っているのに対して､東アジアでは非制度的

なそれに拠っているからだ｡すなわち､ヨーロッパで

は､EUにみられるようにそれは国家間の統合を通

じたものであり､北米大陸のそれ (NAFTA;North

AmericanFreeTradeAgreement)もまた国家間の協

定によって成立したものである｡それに対して､東アジ

アの場合には､そうした制度的統合は未だ成立してい

ない｡にもかかわらず ｢経済圏｣は形成されているの

である｡東アジアにおいてはそれは専ら｢自然経済圏｣

として形成されてきた｡｢自然経済圏｣とは､国家間の
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対立や制度的制約を巧みに避けながら､国際分業と

局地的経済圏を中心にして形成され発展してきた経

済圏のことを指しているが､このことこそがアジア経済

圏の重要な特質をなしているのである｡

こうした経済圏形成における東アジアの特異性を

背景にして､日本の東･北東アジア連携論も特異な性

格を色濃く帯びることになる｡それは重層性である｡

日本の地域は､自らの経済社会再生･活性化を賭

けて､それぞれ独自に広域化･ボーダレス化の動きを

強めている｡その結果､東アジアとの連携の動きが地

域レベルでも強まっている｡

広域化から観てみよう｡広域化に関しては､一つは､

｢経済社会圏｣形成が挙げられる｡二つには､ブロッ

ク圏形成を背景とする ｢広域地方経済圏｣形成の動

きがある｡要するに､広域化が重層的性格を帯びて

おり､そうした重層性の下で､東･北東アジア地域連携

が進展しているという訳だ｡

まず ｢経済社会圏｣とは何か｡それは経済産業省

によって提唱されたものである｡実際の地域経済･住

民生活は､市町村の枠を超え､多くの場合､複数市町

村からなる広域的な枠組みの下で営まれている｡問

題は､それが何故､地域経済活性化に繋がるのかとい

う点である｡その秘密は､｢経済社会圏｣が圏内産

業を ｢域外市場産業｣と ｢域内市場産業｣とに区分し

ているというところにある｡｢域外市場産業｣とは地域

外を市場とする産業であり､｢域内市場産業｣とは地

域内を市場とする産業であるが､肝心なのは､｢域外

市場産業｣によって獲得された域外所得が所得再分

配機能を通じて地域内に均テンされるということであ

る｡そうした好循環メカニズムの作動によって地域経

済の持続可能性が支えられているのである｡しかし

ながら､人口減少化の下では､域内需要に係わる ｢域

内市場産業｣は全体として窮地に陥ることは免れない

であろう｡そこで､人口減少の制約から免れるために

は､広域的な市場とりわけ海外市場をも視野に入れ

た ｢域外市場産業｣の発展を計る以外にないという

ことになる｡かくして､地域経済の持続可能性は ｢域

外市場産業｣の国内外に亘る広域的な展開如何にか

14 生活経済政策 2009.6JVo.149

かってくることになるのだ｡

その場合､国際競争力を有する産業集積に恵まれ

た地方中核都市を中心とする ｢経済社会圏｣の場合

には､これらの産業をとくに海外市場を対象とした｢域

外市場産業｣として育成することが可能な筈だ｡また

地場産業とくに一次産業や食品産業さらには観光業

などに恵まれた地方中小都市を中心とする ｢経済社

会圏｣の場合もまた､広域的な展開を通じてこれらの

産業を ｢域外市場産業｣として発展させることが可能

なのである｡

このように観てくると､_｢経済社会圏｣構想は､実は

後者の ｢広域地方経済圏｣とも深く関わっているとい

うことが判明する｡｢広域地方経済圏｣とは､｢経済

社会圏｣をさらに広域化･ボーダレス化し､東･北東ア

ジア経済圏との連携にまで問題を発展させたものと

捉えることができるからである｡かくして､｢経済社会

圏｣と ｢広域地方経済圏｣さらには ｢東･北東アジア

経済圏｣(尤もそれはやがてインド等を含めた ｢汎アジア

経済圏｣へと発展していくであろう｡)の三経済圏は､｢経

済社会圏｣を起点とする同心円的経済圏に依拠した

重層的経済圏に他ならない､ということになる｡この

三経済圏における重層性こそが､東･北東アジア地

域連携と日本の地域経済社会活性化とを結びつける

キー･ファクターなのである｡

2.ポスト経済危機下の産業･企業システム

上述した重層的経済圏形成において新たな産業

構造･産業基盤形成もまた求められているが､｢経済

危機｣は一方ではそうした産業再編成を加速させる

役割をも果たしていると云えよう｡この点は､とくに｢広

域地方経済圏｣の形成とも密接に関わっている｡そこ

で次にこの間題を取り上げてみよう｡

この間題の検討に当たって､われわれは二つの論

点を検討しておく必要がある｡一つは新 ｢総合機械

産業｣とは一体何を意味するのかという概念整理上

の問題であり､今ひとつは ｢エコ･カー｣における部品

･素材産業の戦略性に関してである｡



(1)新 r総合機械産業｣とは何か

われわれは､自動車産業を基軸に据えながらも､自

動車産業と電気･電子産業及び航空機産業との関連

性に注目し､これら産業を全体として新 ｢総合機械産

業｣という広義の概念すなわち個別産業を超えた概

念で捉え直してみることにする｡その理由は以下の二

点だ｡一つには､これらの産業がいずれも "総合機

械産業"っまりいずれも総合的な組立機械メーカー､

すなわち単なる"アセンブラー"ではなぐイ̀ンテグレー

タ-''からなる産業であるという点で共通性がある｡

二つには､自動車産業を媒介として三つの産業の間

に強い技術連関性がある､と考えられるからだ｡つま

りそのことは､ポスト経済危機下の新産業の姿をより

明確に浮かび上がらせるために不可欠な概念整理な

のである｡

①自動車産業と電気･電子産業との関連性

地球温暖化問題の深刻化を背景として､自動車産

業と電気･電子産業との関係は新たな段階に移行し

始めている｡･それは自動車産業と電気･電子産業の

融合･一体化である｡その根拠としては二点が挙げら

れる｡一つは電気･電子産業の環境･新エネルギー

技術開発力である｡自動車における次世代環境技術

として注目を浴びている燃料電池串さらには電気自

動車においてはともにモーターと電池が動力源の中

心を成しているが､そのことは､エンジンを動力源とし

かつまたそのエンジンを中核にして成り立ってきたこ

れまでの車とはそもそも設計概念を根本的に異にする

｢車｣が新たに登場してくるということを意味している｡

しかもこの新たな ｢串｣の動力源となる ｢モーター｣

と ｢電池｣の担い手はそもそも電気･電子メーカーで

あるという点が重要である｡その結果､｢車｣の担い

手もまた必ずしも自動車メーカーとは限らうミ電気･電

子メーカーがそれを担う可能性すらあるのだ｡従って

それを機に自動車産業が再編成に追い込まれる可能

性を否定できない｡もう一つは電気･電子産業のイノ

ベーションカである｡例えばITは21世紀においても

イノベーションカとして依然として先駆的な役割を担

うことが期待されているが､こうした電気･電子産業が

有するイノベーションカもまた自動車産業と電気･電

子産業との融合関係に大きな影響を与えるであろうこ

とは想像に難くない｡見方を変えれば､自動車産業と

電気･電子産業との ｢融合｣とは､電気･電子産業主

導の産業再編成に他ならないのである｡

②環境･新エネルギー技術開発主導総合機械産業の形成

さらに注目すべきは､上述した自動車産業と電気･

電子産業との融合･一体化により強化された技術的

連関性を背景にして､自動車産業､電気･電子産業そ

して航空機産業との関係においてもまた､三者間の

提携関係が強まりかつ融合･一体化する可能性があ

るという点だ｡その場合三つの点に注目すべきであ

る｡一つは､環境･新エネルギー技術とくに新動力源

の開発を通じての技術連関性である｡上述したよう

に､新エネルギー技術の中でもエンジンに代わる新た

な動力源を求めた技術開発に関しては､電気･電子

産業が一歩先行しているが､それは､自動車産業のみ

ならず航空機産業にも大きな影響を及ぼす可能性を

秘めている｡いま一つは､これまた環境技術に関連し

ているが､素材産業の存在であるbとくに温暖化対

策の重要性が強まるにつれて､素材産業が軽量化を

武器として三者間の提携･融合関係を促進する役割

を果たす可能性が伏在している｡最後に､ITとくに

制御ソフトの重要性増大も指摘しておかなければな

らないであろう｡

かくして､電気･電子産業､自動車産業さらには航

空機産業の三産業は､環境･新エネルギー技術開発

に主導されることによって､今や融合･統合の度合い

を一段と強めており､その意味で三産業は､一方では

三者の融合･統合を通じての再編成に晒されながら

も､他方では新たに環境･新エネルギー技術に依拠し

た新 ｢総合機械産業｣へと変容･発展し始めているの

である｡

(2)部品･素材産業の戦略性

ところで､上記の再編成過程で発生する部品･素

材産業の戦略性もまた見落とされてほならないであろ
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う｡部品･素材産業における重要性の高まりによって､

要素技術開発における ｢革命｣が引き起こされている

からだ｡上述からも明らかなように､自動車産業を基

軸とした三産業の融合･統合すなわち新 ｢総合機械

産業｣の形成は､環境･新エネルギー技術の開発･発

展と表裏の関係にあるのだが､その際見落としてほな

らないのは､部品･素材産業が果たす役割である｡上

述した新｢総合機械産業｣の形成とは､言いかえれば､

三産業に跨る環境･新エネルギー技術開発を支える

ための部品･素材の組み替え及びそれによって可能と

なる新製品･新産業の創出を意味しているのである｡

いわゆる ｢要素技術革命｣である｡しかもそれは ｢製

品革命｣にも繋がっているのである｡前述したように､

｢電気自動車｣や ｢燃料電池車｣がその典型である｡

それらは､環境+新エネルギー+非エンジン系動力源

という ｢要素技術｣の新たな組み合わせによって生み

出された新 ｢製品｣に他ならないのである｡それら新

｢製品｣は､本質的には ｢自動車｣とは異なる新たな

概念で捉えられるべき ｢製品｣である｡何故ならばそ

れらは､ガソリン+エンジンという従来の ｢要素技術｣

の組み合わせに基づく古い設計思想とは本質的に異

なる新設計思想に拠る部品･素材の新 ｢技術･生産

連関｣下で生み出された ｢製品｣に他ならないからだ｡

その意味で､新総合機械産業論においては部品･素

材はそもそも戦略的重要性を付与されているというこ

とが見落とされてほならないのである｡

3.広域連携型クラスターの意義

関越クラスター構想を事例として

ではこうした環境･新エネルギー技術開発主導の

下での新 ｢総合機械産業｣形成と｢広域地方経済圏｣

形成とはどのような関係にあるのか｡この点を､とくに

東･北東アジア新興市場開拓という観点から､日本海

地域における物流･経済拠点である新潟県に焦点を

当てて､｢広域連携型関越クラスター｣構想の意義に

ついて次に検討しておこう｡

結論的に言うと､新潟県においても､現在のところ

十分とは言えないまでも､地域における新イノベ-ショ
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ン-なかんずく秩序･ルールを大幅に塗り替えること

によって今後の日本の産業構造･組織･立地に大きな

影響を与えるであろう環境･新エネルギー技術 (とく

にマグネシウム合金開発をはじめとする軽量金属加

工技術､燃料電池車･電気自動車および太陽光発電

に拠る新ハイブリッド車など次世代自動車に関連した

環境･エネルギー技術)を中心とするイノベーションー

を基軸とする地域ネットワーク型技術連関が､自動車

･電気電子産業･航空機産業の三産業において､潜在

的には形成され始めているということを指摘しておき

たい｡さらに､こうした技術連関を背景にして､三産業

間における新 ｢総合機械産業｣形成の可能性もまた

伏在しているものと推測できよう｡その意味で､北関

東集積と新潟集積はともに環境･新エネルギー技術

開発主導の新 ｢総合機械産業｣集積及びその集積

地域化という点で､共通の課題を有しており､その点

で連携可能であると言えよう｡

そして､新潟集積なかんずく中越集積としては､こう

した技術･産業連関性をさらに深化させかつ広域化

させていく上で､自らが得意とする金属加工技術を積

極的に活用していくことが重要な課題とされよう｡

かくしてわれわれは､新潟産業集積の観点からも､新

｢総合機械産業｣を中心とする ｢広域連携型関越ク

ラスター｣形成の可能性が伏在しており､かつそうした

広域連携によって北関東･新潟両地域における集積

力を一層高め得るという点で､｢広域連携型関越クラ

スター｣構想に積極的な意義を見出すことができるの

である｡

そして新潟集積に対しては､｢広域連携型関越ク

ラスター｣形成を通じて､二つの役割を果たすことが

期待される｡一つは､環境･新エネルギー開発を基

軸とした ｢広域地方経済圏｣モデルを創り上げること

である｡いまひとつは､東･北東アジアにおける有力な

物流･市場開発拠点の一つであるという地域特性を

生かしつつ､中越地域のマグネシウム合金開発などの

｢起爆力｣をテコにして､｢東･北東アジア環境･新エ

ネルギー技術開発センター｣(仮称)形成に対して中

心的な役割を果たすことである｡∫


